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研究成果の概要（和文）：自殺は季節により危険の程度が変化し、高い水準の気温が自殺の危険度を増加させる
気温―自殺短期的な関連性に関する研究報告が増加している。だが、その関連性は変化できるかについての理解
はまだ不十分である。本研究では、世界26ヵ国408ヵ所の地域における4－44年間の自殺死亡と気象データを収集
し、同一な統計分析手法を使用し、自殺の季節性と気温―自殺の短期的非線形関係を分析した。その結果、気温
 - 自殺の関係があり、自殺の季節性と気温 - 自殺の関係は地域特性により違いがあることが確認された。しか
し、自殺の季節性と気温 - 自殺の関係が時間によって変化するという明確な根拠は発見されなかった。

研究成果の概要（英文）：Literature suggests that suicide risk varies seasonally, and there is a 
growing body of evidence reporting a short-term temperature-suicide association. High levels of 
temperature increase suicide risk. However, there is a lack of understanding of which local 
characteristics may modify the suicide seasonality and the temperature-suicide relationship, or 
whether the association may change over time.

We collected and analyzed daily time-series data across 408 locations in 26 countries using a 
unified statistical modeling approach. We found that a temperature-suicide relationship exists, and 
that the seasonality of suicides and the temperature-suicide relationship varied by local 
characteristics. However, there was no clear evidence that the suicide seasonality and the 
temperature-suicide relationship varied over time. This study has important implications for 
assessing the health impacts of climate change in populations with high suicide rates. 

研究分野： Environmental Epidemiology

キーワード： Suicide　Temperature　Season　Multi-country

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は自殺の季節性と気温―自殺の短期的関連性を明らかにした大規模な観察疫学研究であり、自殺率が高い
人口集団で気候変動と健康影響評価に対する重要な保健学的視点を提供する。特に、気候変動による精神健康影
響評価の必要性と気候変化による爆炎及び熱帯夜から生じうる精神疾患負荷推定において、より正確なモデル構
築と計算方法が必要であることを示唆する。研究結果を通して、科学的根拠は持続的な方法論の発展を図り、未
来の気候変動による精神疾患影響緩和及び適応政策にも役に立つと期待される。最終的に自殺予防による予測モ
デル構築に寄与すると期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
自殺は、公衆衛生上の重要な課題である。世界保健機関(WHO)の推定によると、2019 年に世
界では 703,000 人が自殺で死亡し、15歳から 29歳における第四位の死因が自殺である。自殺
の危険要因として、様々な個人的特性と社会的要素が挙げられているが、近年、大気環境的要
素も自殺危険の増加と関連するという報告が相次いでいる。 
 
自殺は、季節によって発生頻度が異なると知られているが、こうした興味深い現象は、19 世
紀のヨーロッパから始まって一世紀以上にかけて報告されてきた。特に、自殺は、季節変化が
よくみられる温帯地方では、春と初夏において主に最高点を記録し、冬には最低点を見せるこ
とで様々な国で観察されている。気温は自殺との関連が最も高い気象因子であると考えられ、
気温が上昇するほど自殺危険が増加するというエビデンスが世界の様々な国で観察されてき
た。 
 
だが、自殺は国別の様々な地域特性によって異なる様子を見せる可能性があり、一部の地域
特性は自殺の季節性と気温―自殺関係に介入する可能性もある。特に、特定の人口集団が他の
人口集団より気温露出により敏感である場合や気温露出に対して脆弱性が大きい場合は、地域
特性の水準の差は自殺の季節性と気温 - 自殺の関係における地域差を部分的に説明できる。 
 
また、従来の先行研究によると、都市化による自殺の季節性が時間により弱化されるという
報告もあったが、自殺の季節性は時間により維持され、または、より明確なパターンを示すと
いう報告もある。自殺の季節性及び気温 - 自殺の関係が時間によって変化するかに対する科学
的根拠はまだ十分ではない状況である。したがって、自殺の季節性及び気温 - 自殺の関係に関
する研究は気候変動による気温上昇の脅威に直面した我々の社会がこれから注目すべき研究課
題である。  
 
２．研究の目的 
 
本研究は、多様な気候と自殺率の特性を持つ様々な国のデータを収集し、同一な統計分析を
用いて、自殺の季節性と気温 - 自殺の関係の非線形パターンを定量的に推定する。また、自殺
の季節性と気温 - 自殺の関係における空間的異質性と時間的変化を探索し、こうした空間的か
つ時間的変化の潜在的効果調節要因を把握することを研究目的とする。 
 
具体的な研究の目的は、次のとおりである。 
1) 様々な国のデータを使用した自殺の季節性と気温 - 自殺の関係を検討 
2) 自殺の季節性と気温 - 自殺の関係における空間的異質性の探索及び潜在的効果調節要因分
析 
3) 自殺の季節性と気温 - 自殺の関係における時間的変化の検討 

図 1。研究対象地域の地理的分布 (26 カ国: オーストラリア、ブラジル、カナダ、チリ、中
国、チェコ、エストニア、エクアドル、コスタリカ、グアテマラ、パラグアイ、フィンラン
ド、ドイツ、イタリア、日本、韓国、メキシコ、フィリピン、ルーマニア、南アフリカ、スペ

イン、スイス、台湾、イギリス、アメリカ、ベトナム) 
 
３．研究の方法 



 
(1) データ収集 
 
地域別の日毎自殺死亡数と気象データを収集し、データの質を確認した後、統計分析のため
のデータ統合を行った。最終的に構築された時系列データは、合計 26ヵ国の 408 ヵ所の地域が
含まれ（図 1）期間は国によって 4年から 44 年までと異なる。また、地域水準指標データに
は、総人口、人口密度（人口/㎢）、65歳以上人口割合、期待寿命、国内総生産（ＧＤＰ）、失
業率、教育水準、大気汚染指標として年平均粒子状物質 (PM2.5)と二酸化窒素(NO2)濃度、年平
均気温が含まれている。 
 
(2) 統計分析 
 
自殺の季節性と気温 - 自殺の非線形関係を調査するため、2段階のメタ分析を行った(two-
stage meta-analysis)。最初の段階では、地域別時間階層交差分析(time-stratified case-
crossover analysis)を使用し、気温 - 自殺の関係に関しては遅延効果(delayed effect)を 2
日から 4日までを考慮し、累積相対危険度(cumulative relative risk)を計算した。第二段階
では、多変量メタ回帰分析(multivariate meta-regression analysis)を用いて、第一段階で計
算した地域別の推定値を国別に統合した。さらに、空間的異質性の効果を検証するため、地域
水準指標を共変量としてモデルに適合させ、地域水準による自殺の季節性における相対危険度
及び気温 - 自殺の関係における相対危険度の関連性を推定した。 
 
自殺の季節性及び気温 - 自殺の関係における時間的変化の検証は、時系列データの期間が十
分な国を選択し、下位期間別層化分析を行った。自殺の季節性は、2000 年前後に分け、気温 - 
自殺の関係は、日本を対象にして、データを五つの下位期間に分けて分析を行った。時間的変
化の検証のための下位期間別層化分析は、第一段階で地域別分析を行い、第二段階では地域別
推定値を国別に統合した。 
 
気温 - 自殺の非線形関係の推定時 BLUP(best linear unbiased prediction)を利用して、自
殺危険が最大値/最小値に到達する気温を確認し、それぞれを MaxST(Maximum Suicide 
Temperature) / MinST(Minimum Suicide Temperature)とした。MaxST は臨界温度範囲を確認す
る指標として使用し、MaxST と MinST 間の自殺危険は累積相対危険(relative risk, RR)を計算
する指標として使用した。最後に、感度分析を行い、結果の安定性を確認した。 
 
４．研究成果 
 
(1) 記述的結果 
 
本研究では、26 カ国の 408
の地域の 4-44 年の自殺死亡者
数と天候の時系列データを構
築した。統計分析の対象とな
っ た 自 殺 者 数 は 合 計
1,567,441 であった。研究地域
は、北半球と南半球を含み、国
ごとに異なる気候の特性が観
察されたが、年平均気温が最
も低い国は、エストニア(6.2º
C)、最も高い国は、ベトナム
(28.5ºC)で比較的広く分布し
た。 
 
一方、自殺の季節性は比較
的一貫して観察された(図 2)。
全体的に、月別の自殺者数は、
春や夏のように暖かい季節
(北半球 3-8 月)に比較的高く、寒い季節(北半球 11-2 月;南半球 4-7 月)には、相対的に低いこ
とを確認した。しかし、熱帯地方に位置するグアテマラ、フィリピン、ベトナム、コスタリカ、
エクアドルでは自殺の明確な季節性を確認することはできなかった。 
 
(2) 統計分析結果 
 
① 気温 - 自殺の短期的非線形関係推定  
 

図 2月別自殺者数(国別の標準化) 



 合計１,567,441 件の自殺死亡が分析に含まれた。全般的に自殺危険度は気温が高いほど、増
加する傾向を示し、これは 26 ヵ国のうち、19 か国で統計的有意であった。しかし、気温 - 自
殺の関係における相対危険度（RR）の大きさはアメリカ、ヨーロッパ、アジア等、広い地域範
囲内では国別の違いがあった。例えば、東アジアでは、日本 1.33 (95% CI= 1.29, 1.37)、韓
国 1.54 (1.41, 1.68)であり、アメリカ大陸では、アメリカ 1.33 (1.22, 1.46)、カナダ 1.55 
(1.38, 1.73)、メキシコ 1.78 (1.49, 2.13)、チリ 1.94 (1.32, 2.84)である。ヨーロッパで
は、イギリス 1.35 (1.23, 1.47)、スペイン 1.53 (1.31, 1.79)、フィンランド 1.86 (1.18, 
2.95)である.  
 
図 3A 気温 - 自殺
の関係の推定曲線 
(26 ヵ国統合); 図
3B 国別の気温 - 
自殺の関係におけ
る相対危険度
（relative risk, 
RR） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 自殺の季節性と気温 - 自殺の関係における空間的異質性の効果修飾 
   
 地域水準指標が自殺の季節性に及ぼす影響を把握するため、12か国を対象にメタ回帰分析で
段階的変数選択方法を採択し、分析を行った。この分析手法は、国家指標のみ含まれた最小メ
タ回帰モデルから始め、地域水準指標を追加することで最適な指標集合を持つモデルを識別す
る方法であり、最終モデルでは国家指標、平均気温、失業率、65歳以上人口割合が含まれてい
る。地域水準指標による自殺の季節性は、気温が低
く、失業率が低く、65 歳以上人口割合が高い地域
でより大きく見られ、これは最終モデルで他の地域
水準指標が補正された結果である。 
   
 図 4は、日本の都道府県指標水準による自殺 - 
気温の関係における相対危険度の変化を示してい
る。自殺 - 気温の関係における相対危険度は、総
人口(TotPop)、経済力指数（Economic Power 
Index, EPI）、エアコンの普及率(ACprev)、高学歴
者の割合(%CollUniv)が低い地域であるほど、高齢
者(%65+)と女性(%Female)の割合、全体自殺率
(%Suicide)、高齢者の自殺率(%65+Suicide)が高い
地域であるほど、高く推定されるけいこを示してい
る。また、寒い地域(Tmean)であるほど、高い相対
危険度が推定された。 
 
図 4日本の都道府県水準 1標準偏差増加対比相対危
険度の変化（点推定値と 95％信頼区間）  
 
③ 自殺の季節性と気温 - 自殺の関係における時間的変化  
 
自殺の季節性における時間的変化を把握するための分析は、8か国を対象に分析を行った
（図 5）。一部の国では統計的有意である時間的変化が観察された。カナダでは 2000 年以降春
のピークが低くなり、日本では 2000 年以降春のピークが遅延されたパターンが観察された。そ
の一方で、スペイン、台湾、イギリスでは 2000 年以降春のピークがより高くなるパターンを示
している。 
 
自殺 - 気温の関係における時間的変化は日本のデータを使用し、五つの下位期間（1972–



1980、1981–1990、1991–2000、2001–2010、2011–2015）による自殺 - 気温の非線形関係から推
定された相対危険度がいかに変化するかを観察した。予想とは異なり、おおよその下位期間で
は類似した程度の相対危険度が推定されたが、2001－2010 年には相対危険度が一時的に低く推
定された。性別、年齢別追加分析を行った結果、こうしたパターンは特に、男性と 65 歳未満の
若い人口集団で一貫して観察され、女性と 65 歳以上の人口集団ではすべての下位期間において
類似した程度の相対危険度が観察された。 
 

図 5自殺の季節性における 2000 年前後のパターン比較（RR=自殺危険度の最低点対比最高点の
相対危険比；陰領域は 95％信頼区間） 

 
④ 成果の国内外位相とインパクト、そして今後の展望 
 
 本研究は世界の様々な国の日毎時系列データを使用し、自殺の季節性と気温 - 自殺の短期的
非線形関係を定量的に分析した観察疫学研究である。特に、気温 - 自殺の短期的な関連性検証
はこれまで報告された先行研究のなか、最も巨大な規模のデータを使用した研究として評価さ
れている。本研究の結果は、自殺死亡と精神健康負荷の高い若い人口集団において重要な保健
学的視点を提供し、気候変動による精神健康影響評価の必要性を強調する。2022 年世界保健機
構（WHO）は「精神健康と気候変動：政策概要」を発刊し、気候変動が人間の精神健康に及ぼす
影響を強調し、本研究結果を引用しながら気温 - 自殺の関係の重要性を言及した。 
 
 自殺の危険度が、どの時点で、どの地域で増加するかを正確に予測することはかなり難しい
作業であり、自殺の危険度を増加させる多様な要因もともに考慮すべきである。本研究では、
全般的に寒い地域、高齢者の割合が高い地域、都市よりは地方の特性を持つ地域において自殺
の季節性と気温 - 自殺の関係における相対危険度がより強いことが観察された。こうしたパタ
ーンは都市地域で公共保険のインフラが比較的によく構築されていることから自殺予防のため
の介入がより効果的に運営される等の環境条件か関連している可能性が高い。一方で、本研究
では、自殺の季節性と気温 - 自殺の関係は、時間が経つにつれて変化するという明確な根拠を
発見することはできなかった。結果的に、本研究は世界の様々な地域の人口集団を含めた大規
模のデータを通して、マクロ的な観点から自殺の季節性と気温 - 自殺の関係に対する理解を深
める契機になり、これは重要な個人/ミクロ的要素とともに自殺予防のための予測モデルを構築
することに役に立つと予想される。 
 
 また、本研究で観察された 26 ヵ国における気温 - 自殺の関係の違いは、気候変動によって
増加すると予想される爆炎と熱帯夜から生じうる精神疾患の負荷推定において、より正確かつ
精密なモデル構築と計算方法が必要であることを示唆する。このような方法論的発展と蓄積さ
れた科学的根拠は、究極的に気候変動による未来の自殺死亡推定と気候変動による精神健康影
響緩和及び適応政策に役に立つと期待される。 
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